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政治を動かす・未来を動かす

小林元治新会長率いる日弁連を更に強力に支える
為に、弁政連のプレゼンスを高め、一人でも多くの
弁護士に会員になってもらおうと意気込んでいま
す。プレゼンスを高める方向性は、主に ３つであり、
それぞれの活動を拡充して参ります。
１つは日弁連の政策実現の為に、国会・自治体の

議員や首長への政策や予算の要請活動を、日弁連と
ともに行うことです。修習生の給費制や最近では、
選択的夫婦別姓や少年法改正問題などがあります。
２つ目は、議員等との顔の見える関係性を日頃から
築くよう、各種会合へご招待したり、一方では議員
からの要請に応じて政治資金パーティに出席するな
どの活動をしています。各支部では、地元選出議員
や自治体・首長との勉強会などが開催されています。
３つ目は、選挙です。国政選挙に際しては、党派や
政策の相違を越えて、弁護士・弁護士会の活動に理
解戴ける候補者を地元支部の意見を踏まえて推薦し
ています。隣接他士業の集票力は、職能団体として
大きく直接的ですが、弁政連推薦もそれなりに重要
な意味を持つものです。
これらの活動域は限定的な為、このプレゼンスを
折に触れて弁護士に見える化していく地道な運動が
必要です。そして弁護士の皆さんが、「入会して何か
いいことある？」と言いたいところをぐっとこらえ
て、各支部役員等の献身的な活動に対し「それじゃ
応援してやろうか」と思って戴ければ幸いです。

４月 １日から、令和 ４年度、同 ５年度、日本弁護
士連合会（日弁連）会長に就任した小林元治です。
２月２４日のロシアのウクライナ侵攻による犠牲と

なった多くの方々に対し、心から哀悼の意を表します。
日本弁護士政治連盟（弁政連）は、日弁連の政策
実現の為、連携しながら、設立時からその実現に尽
力されてこられました。
１９９８年から始まった司法制度改革にあっては、弁政
連と日弁連が連携し、立法府の国会議員の皆様と共に
２5本にものぼる多くの法案を成立させました。中でも、
行政事件訴訟法の改革は、弁政連のバックアップによ
り、国会議員と学者、日弁連行政訴訟センターの共同
作業により成立したもので、特記すべき改革でした。
原発被害者の損害賠償請求権の時効に関する民法
特例法(議員立法)や、西日本豪雨災害に伴う非常災害
の政令指定による法テラス無料相談、更には７１期以降
の司法修習生への給付金は、ビギナーズネットを始め、
全国各地の弁護士会、弁政連の皆様の精力的な活動
と、国会議員の皆様のご支援により実現しました。
日弁連には、損害賠償、情報・証拠法などの民事
司法改革の諸課題、法律扶助（法テラス）改革、ダ
イバーシティの推進、再審法改正等々、法改正や予
算措置を伴う課題も多くあります。弁政連の皆様に
は、国民・市民の利用しやすく頼りがいのある司法
を実現するため、一層のご理解、ご尽力を賜ります
ようお願い申し上げます。

弁政連のプレゼンスに
ご理解を

弁政連と共に！！

日本弁護士政治連盟
理事長　菊地 裕太郎

日本弁護士連合会
会長　小林 元治
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自己紹介

【須田】　札幌弁護士会所属の須田布美子です。私が
LGBTの問題に関与するようになったのは、札幌市に同
性パートナーシップ宣誓制度を作るための活動を市民
団体と一緒に行ったのが始まりです。この制度は、
2017年の 6 月 1 日からスタートしました。その後、2019
年 2 月14日に全国の四つの地方裁判所でいわゆる同性婚
訴訟（結婚の自由をすべての人に訴訟）を起こして、北
海道訴訟の原告代理人を務めています。この訴訟にあ
たって、政治への働きかけや一般市民への啓発活動のた
めの公益社団法人Marriage For All Japanが設立されて
います。

【遠藤】　遠藤まめたです。一般社団法人にじーずとい
う団体で、LGBTの子ども、若者の安心した居場所作り
の活動をしています。にじーずは2016年 8 月に池袋で
毎月 1 回、10歳から23歳までのLGBTかそうかもしれな
い人を対象に始まりました。その後全国に広がって、
2022年 ４ 月時点では、札幌、埼玉、東京、京都、神戸、
岡山、新潟の ７ 拠点で、毎月あるいは 2 か月に 1 回の
頻度で活動しています。また、教職員向けに性の多様
性に関する研修などもしております。私自身がトラン
スジェンダーの当事者でもあります。

【内藤】　独立行政法人労働政策研究・研修機構の副主
任研究員の内藤忍です。私は、労働法の分野で、性別、
性的指向、性自認等に関する差別やハラスメントの実
態を調べたり、その法政策を研究しています。

性的指向と性自認

【本多】　まず遠藤さんか
ら、人の性自認の多様性
について説明をお願いし
ます。

【遠藤】　「性自認」という
のは自分が所属する性別
に 関 す る 認 識 の こ と で
す。「性自認」は、よく自

分が口先で言っている性別と混同されることがありま
すが、そうではなくて、本人の内面の重大なアイデン
ティティに関する言葉です。英語にするとジェンダー・
アイデンティティで、「性同一性」と同じ意味です。
　出生時に割り当てられた性別とは異なる性自認を持
つ人を「トランスジェンダー」と言います。その逆で
出生時に割り当てられた性別と性自認が一致する人を
「シスジェンダー」と言います。
　トランスジェンダーの中には、出生時に割り当てら
れた性別が男性で性自認が女性の「トランス女性」、出
生時に割り当てられた性別が女性で性自認が男性の「ト
ランス男性」、さらに、男女いずれか一方には当てはま
らない性自認の方（ノンバイナリー）がいます。

【本多】　須田さんから人の性的指向の多様性について
説明をお願いします。

【須田】　「性的指向」というのは性的関心や恋愛感情が
どこに向いているのかあるいは向かないのかという問
題です。性的指向が同性に向く人が「同性愛者」。性的
指向が異性に向く人は「異性愛者」です。また、性的
指向が向かない人は「アセクシャル（無性愛）」と言わ
れます。
　性的指向は、シスジェンダーについてだけ問題にな
るわけではありません。トランス女性が女性を好きな
ときには、戸籍上は男女の組合せになりますが、性自
認を基準に考えるので、同性愛者ということになりま
す。こういう複雑な問題があるので、同性婚というの
は、トランスジェンダーを含めた性自認についても考
えていかなければならない問題ということになります。

政治に取り上げられるようになってきたＬＧＢＴの権利

【本多】　この10年間にLGBTの権利の問題が政治におい
て取り上げられるようになってきたと感じておりま
す。とりわけ2015年に渋谷区がパートナーシップ証明の
条例を制定して、世田谷区がパートナーシップ宣誓を要
綱によって導入してから、メディアの報道も増えまし
た。皆様と政治との関わりについてお聞かせください。

【遠藤】　私は2012年に改定された自殺総合対策大綱

LGBT -今こそ性別平等の立法課題の解決を
� 司会　本多 広高　日弁連人権擁護委員会特別委嘱委員

須田 布美子 氏
札幌弁護士会会員

遠藤 まめた 氏
一般社団法人にじーず代表

内藤 忍 氏
労働政策研究・研修機構

 副主任研究員
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に、性的マイノリティを一つのハイリスク層として織
り込む政策提言に関わりました。国内調査でも、ゲイ
やバイセクシュアルの男性は自傷行為や自殺未遂が多
いとか、岡山大学の職場で性同一性障害の診断を求め
て受診した人たちのメンタルヘルスの状態が悪いとい
う結果が出ていましたので、それを反映したものにし
て欲しいと要望をして、それが盛り込まれました。こ
れがきっかけで、文科省が教職員向けのリーフレット
を出すことに繋がりました。

【須田】　私は、札幌市が
パートナーシップ制度を
作る時に、LGBTの当事者
団体と一緒に働きかけを
してきました。

【内藤】　私は、労働法領
域で差別やハラスメント
の調査研究をしてきまし
たが、その中で性的指向・
性自認に関するハラスメ
ントがとても多いという
実態がわかりました。それは、厚労省の補助金事業「よ
りそいホットライン」のセクシュアルマイノリティの
専門ラインの調査をした時にも感じました。ホットラ
インでは相談が多いのに、訴訟は少なくて、LGBTの問
題が潜在化していることも問題だと思いました。
　ちょうど国がパワハラ防止の法制度を作ることに
なって、このパワハラの中に性的指向・性自認に関す
るハラスメント（以下「SOGIハラ」）も含めて事業主
が対策を講じなければならないと制度化するところに
関わりました。具体的には、国会で参考人として意見
を述べたりしました。

教育・学校・子どもに関する政治課題

【本多】　次に、子どもたちの問題に移ります。最初に
遠藤さんからにじーずに来る子どもたちについてお願
いします。

【遠藤】　にじーずに来る子の半数は18歳以下ですが、
家の中でも学校でも自分の本当のことを言えないとい
う話が毎回出ます。家族に言えないということは、自
分がLGBTであることを親に知られたら、親から何と言
われるかわからないという不安な気持ちを抱えている
わけです。にじーずに参加することも家族には秘密な
ので、友達と遊んでくるとか、図書館に行くと嘘をつ
きながら参加して、そのことに苦しんでいる状況です。
不登校の子も多いですし、制服がない学校を選んだ結
果として通信制の学校に行く高校生も多いです。
　親に理解があって子どもを連れて来て、親が必死に
応援しているけれども学校がわかってくれないという
ケースもあります。

【本多】　学校については、文科省初等中等教育局児童
生徒課長名義の『性同一性障害に係る児童生徒に対す
るきめ細やかな対応の実施等について』という通知
（2015年）があります。この点も含めて学校に望むこ
とはありますか。

【遠藤】　この 5 年ぐらいでだいぶ教職員の意識が変わっ
てきたように感じます。
　例えば、制服についても、柔軟に対応できる学校が増
えてきて、男がズボン、女がスカートではなくそれぞれが
好きなものを選べるようにしようという動きもあります。

　課題としては、教職員の意識がばらけていて、教職
員研修を受けたことがある人とない人で全然考えてい
ることが違います。例えば、生徒から制服のことで相
談を受けた際に、柔軟に対応できる学校と対応できな
い学校があります。制服を着られないことで 1 人だけ
別室で対応された例もあるので、教職員研修をきちん
と行うことが重要です。
　学習指導要領の問題もあります。最近は国語や現代
社会や道徳の教科書で少しずつLGBTのことを扱ってい
ますが、保健体育ではいまだに「思春期になると異性
への関心が高まる」と教科書にあります。そのように
学習指導要領に書かれていることが原因です。異性愛
しか伝えないということは、その他が重要ではない存
在というメッセージになってしまうので、見直しが必
要です。

【本多】　こういう研修が効果的だという研修はありま
すか。

【遠藤】　できれば職場ごとに研修をした方がいいと思
います。というのは、一つの学校でも、例えば養護教諭
はたくさんカミングアウトされたことがあって、教頭先
生は一度もカミングアウトされたことがないというよ
うに全然見ているものが違います。カミングアウトされ
たことがある先生は、男女別の髪型で男子は短くしろと
いうのが不登校の原因になっていることを認識し、重大
なものとして認識していますが、カミングアウトされた
ことがない先生は単に「わがまま」と捉えてしまうこと
があります。職員室の中で話す機会がないと、そういう
障壁がなかなか変わらないと思います。

【本多】　校長の裁量に任せていいかという点はどうで
すか。

【遠藤】　制服の問題は校長に委ねられている部分が多
くて、校長の理解があれば柔軟に対応できますが、校
長に理解も意欲もない場合には、全然変わりません。
実際にはトランスジェンダーの子どもが不登校になる
原因としてかなり重大な問題であるにも関わらず、学
校によって対応がばらけています。ですから、特に制
服については、校長任せではなくて、文科省から指針
を出すといいと思います。
　にじーずの子たちから聞くのは、制服が選択制でも
選べるのは女子だけで男子はズボンしか選べないとい
う不均衡が生じはじめているということです。性の多
様性が尊重されているのではなく、女だからズボンも
認めてやっていると言われているようで、結局自分を
男性として扱ってくれるわけではないのだと失望して
いる生徒の話を聞きます。トランス女性の生徒が男子
扱いされ、ズボン制服をあてがわれる一方で女子はど
ちらも選ぶことができて、その非対称性がなおさら屈
辱的だったという話も聞きます。制度として選べるよ
うになっても、実際にはズボンの値段が高すぎて親が
「スカートでいいだろう」と買ってくれず、 2 万円の
スラックスを中学生がお年玉をくずして買っただと
か、せっかく学校が努力をしても制服を売っている店
に行くと「お嬢さんはこちらですね」とスカートに誘
導されるという話もあります。本当に選択肢を保障す
るためには生徒や保護者、地域に対する情報発信をど
うしたらいいかも考えていく必要があります。それは
校長任せではなくて、文科省が良い事例をきちんとま
とめて伝えられるといいと思います。

【須田】　学校の現場は、子どもたちに対して多様性を
尊重しようと言うだけで、教職員の中にも当事者がい
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るということがすっぽり抜け落ちているような気がし
ます。そこは、教職員の中にも当事者がいるという前
提で組み立てる必要があると思います。

【内藤】　おっしゃる通り
です。今回の労働施策総
合推進法のパワハラ規定
は、地方公務員の職場に
も適用されます。ですか
ら公立学校も同法のパワ
ハラ対策をしなくてはい
けないので、教育委員会
が事業主として対策して
いくことになります。そ
うすると、学校では職場
と教育現場が重なって、先生が自分たちの間でもSOGI
ハラを予防していこうという認識が高まるので、子ども
に対しても同じ意識を持てるようになると思います。
　ただ、労働施策総合推進法を教育現場に活かす上で
は、法律ができたけど、それが徹底されていないとい
う問題もあります。文科省の調査によると、特に市区
町村の教育委員会で法が求めるパワハラ措置が実施さ
れていません（令和 2 年度公立学校教職員の人事行政
状況調査）。国が履行のための監督やフォローをしっか
りしていく必要があると思います。議員の皆さんにも
注目いただきたいと思います。

LGBTの家族の保護と性別変更の問題点

【本多】　セクシュアルマイノリティの人と一緒に暮ら
す人たちを家族として保護するということも政治課題
になっています。例えば、国連人権高等弁務官の2015
年の報告書では、同性カップルとその子どもたちを法
的に承認し、伝統的に婚姻している夫婦に与えられて
きた年金、税金、財産承継などの便益を差別なく与え
ることや、あるいは、不妊，強制手術および離婚など
の条件なしで望む性別を反映した本人証明書を発行す
るといったことも勧告しています。この家族を保護す
るという政治課題に関して須田さんお願いします。

【須田】　まさに同性カップルとその子どもたちに法的
な保障がないという問題を問うために、2019年 2 月に
同性婚の訴訟を始めました。
　現在は地方自治体のパートナーシップ制度が増え
て、人口カバー率で ５ 割に届きそうなくらいになって
います。それは同性カップルの存在を可視化する意味
はありましたが、残念ながら自治体のパートナーシッ
プ制度は法的な権利義務を伴いません。ですから同性
カップルが離婚しようと思っても、財産分与の権利が
認められなかったり、相続権がなかったり、遺言で財
産を承継することはできても配偶者控除が使えないな
ど、いろんな支障がでています。そこで、きちんと法
的な保障をすべきというのが、私達が起こしている訴
訟です。
　また、現実に子どもたちを育てている同性カップル
もたくさんいるのに、現行法では結婚している男女で
しか共同親権を持てないので、戸籍上同性のカップル
は、片方しか親権者になれないという問題があります。

【本多】　遠藤さん、トランスジェンダーの人を含んだ
家族の状況はいかがでしょうか。

【遠藤】　トランスジェンダーの人の性的指向は様々で
すが、例えば戸籍の性を変更してしまうと戸籍上同性

のカップルになってしまって結婚できないとか、その
逆で戸籍の性を変更しないと戸籍上同性なので結婚で
きないというように、自分の戸籍の性別の状況によっ
て結婚できないことがあります。

【本多】　性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す
る法律（以下「特例法」）は、出生時などに割り当てら
れた法令上の性別の取扱いを変更する要件と手続を定
めています。性別の変更の問題点について遠藤さんか
らお願いします。

【遠藤】　国内で法的に性別変更をした人は 1 万人ぐら
いいます。しかし、性同一性障害の診断を受けた人や
受診している人は約 ２ 万人います。埼玉県の調査によ
れば、トランス男性とトランス女性は人口の0. 05%なの
で、日本全国に 6 万人ぐらいいるとされています。と
いうことは、現状は、法的な性別変更をしていない人
の方が多いということです。
　何で性別を変えない人が出ているのかというと、法
律の要件が厳しいからです。
　一つは子なし要件（特例法 3 条 １ 項 ３ 号「現に未成
年の子がいないこと」）です。子なし要件の趣旨は、未
成年の子がいるケースで親が性別変更をするのは子ど
もの福祉に反するということのようです。しかし、法
的な性別が一致しないと、残念ながら現在の社会では
就職で差別されるとか、医療機関で保険証を使いにく
く受診しづらいとか、様々な生活上の不利益に繋がる
ので、親の状況が不安定になります。それは家族にとっ
ても不利益です。そうすると、子どもの福祉に反する
というのが果たしてそうなのか。そもそも親の外見や
社会的性別が変わっていくこと自体を特例法の「子な
し要件」が抑止するのかといえば、そんなことはなく、
法律によってもたらされるのは、親の法的性別と生活
実態の乖離だけです。また、親がトランスジェンダー
だったら子どもが嫌がるのかといったら、必ずしもそ
んなことはなくて、実際に子どもを育てている家族で、
子どもがすんなり受け入れられて、仲良くやっている
場合もあるわけです。子なし要件を法律で定めている
のは、世界で日本だけなので、これに関して本当に合
理的な理由があるのかをきちんと議論していく必要が
あります。
　不妊要件（特例法 3 条 １ 項 ４ 号「生殖腺がないこと
又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあること」）
も、トランス女性に精巣の摘出を課し，トランス男性
に卵巣の摘出を課すものですが、この要件を撤廃すべ
きという意見が多いです。トランス男性は、卵巣に違
和感があって摘出したいというよりは、就職差別に遭
いたくないとか、女性のパートナーがいて結婚したい
という理由で、法的に性別変更をするために手術を受
けています。それも日本では手術する病院が少ないの
で、タイに行って手術する人が多い状況です。これは
法律を作った当初は想定していなかったことで、人の
状態に法律が合わせるのではなくて、法律の状態に人
の体を合わせるというねじれ現象が生じています。こ
れは国連でも、事実上人に断種を強いることになって
いるのではないかと議論されています。

【須田】　子なし要件も、非婚要件（特例法 3 条 １ 項 ２
号「現に婚姻をしていないこと」）も、家族の実態を無
視していると思います。
　ある日突然お父さんがお母さんに変わるみたいなこと
を想定して要件を定めているのですが、違うんですよ。
既にお母さんが 2 人の家庭があって、その実態に戸籍も
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合わせて暮らしやすくしましょうという話です。それで
傷つく子はいません。既に家族の実態があるということ
を理解していないから、ちぐはぐな要件になるのです。

【遠藤】　そうですね。今
の特例法は実態に合わな
い要件で性別変更を認め
にくくして、結婚するた
めに体にメスをいれるよ
う迫ったり、すでに結婚
している人に離婚するよ
うに求めたり、子どもが
いたら「子どもがかわい
そう」と決めつけるなど、
家族を壊しているとしか
言いようがありません。

【須田】　実際には多数の性的マイノリティの方が子ど
もを育てていたり、法律上の親族関係のない人を介護
していたりということが生じています。
　実際そういうニーズがある中で、育児も介護も休暇
が取れないと難しいので、育児介護休業法があるわけ
ですが、それが適用されないというのは就業継続の面
から問題です。育児休業は、労働者と法律上の親子関
係があることが条件になっています。配偶者の介護に
関しても、介護休業は内縁関係の配偶者を含むことに
なっているのですが、これが同性のパートナーだった
ら難しいということで、抜本的な法律が必要です。
　社会保険に関しても、同居している同性カップルを、
自分の健康保険の扶養に入れられない不利益を問題に
する訴訟が起きています。内縁の配偶者が社会保険の
対象になるのに、同居している同性カップルがそこに
入らないという問題があります。

職場におけるLGBTの権利保障

【本多】　次に職場の問題に移ります。2019年改正の労
働施策総合推進法が事業主の措置義務を定めて、パワ
ハラ防止指針には性的指向・性自認に関するハラスメ
ントも取り込まれました。最初に一般的なハラスメン
ト対策の現状を教えてください。

【内藤】　現状は、法律上ハラスメントを禁止する形で
はなく、事業主がパワハラを防止・対応する義務を負
う中に、SOGIハラも含むという形になっています。し
かし、先行するセクハラやマタハラの措置義務も一緒
ですが、行政の取締法規なので、これを直接の根拠に
して訴訟をするという性質の法律ではありません。そ
のためSOGIハラが起きた場合は、依然として民法の不
法行為や安全配慮義務違反という形で訴訟を起こすし
かありません。
　現行のハラスメント法制は、ハラスメントを禁止し
ていないという問題もさることながら、救済面が非常
に弱い。司法救済はなかなか難しいので、行政救済の
ニーズがあるのですが、労働局でどのような救済がさ
れるかというと、救済命令ではなく、調整的手続に委
ねられます。その行為はハラスメントで違法だからい
くら支払いなさいという判断がなされるのではなく
て、双方譲り合った形で合意をするという手続です。
そもそも差別やハラスメントの救済について、両者の
互譲的手続に委ねていいのかが問題です。しかも、そ
こできちんと補償されるならいいのですが、必ずしも
そうではありません。私達が2016～2017年度に行った

科研費調査（季刊労働法260号）では、 0 円で合意して
しまった事案とか、セクハラで出勤できなかった分の
賃金にも足りないぐらいのわずかな補償しか得られな
い事案などが見られました。
　ILOの暴力とハラスメントに関する条約（190号）で
は、被害者がきちんと救済を受けられることが求めら
れているのですが、日本はそれを満たしていません。
現状は、SOGIハラに関する法政策的な問題が多数残っ
ている段階です。

【本多】　救済に関して、須田さんお願いします。
【須田】　直接的な禁止規定はないので、侮辱的なこと
を言われた時に使えるのは、従前からあったセクハラ
に関する男女雇用機会均等法や今回の労働施策総合推
進法ですが、これらは直接適用できないので、事業主
の安全配慮義務違反を問う形で、こういう措置義務が
あったのにやらなかったから債務不履行だと一段噛ま
せた構成にせざるを得ません。直接法律上の請求根拠
がある方が、裁判所も認定しやすいし、提訴する側も
予測可能性が立ちやすい。救済措置を求める立場とし
ては、直接的な救済条文があった方がいいと思います。

【内藤】　安全配慮義務の内容が立法上の措置義務の10
項目とイコールという理解でいいのかという問題もあ
ります。そもそも、均等法や労働施策総合推進法で行
政が求める措置と、事業主が果たすべき安全配慮義務
は意図が別のものです。
　措置義務の10項目は、パワハラ予防等のために労働
政策審議会で労使が折り合って決めている内容であ
り、必ずしも使用者が契約上負っている義務の内容と
同一ではありません。例えば措置義務では、相談窓口
を定めて労働者等に周知することが 1 項目になってい
ます。ちょっとイントラネットに情報を載せておくと
履行したことになってしまいますが、そういうことで
使用者が安全配慮義務を果たしたと認定されるのは危
険だと思います。司法判断は現行の措置義務の内容に
かかわらず判断すべきですし、両者をリンクさせてい
くのであれば、措置義務の内容は形式的な取組みでは
足りないと思います。

【本多】　SOGIハラ自体を規定せず、SOGIハラの一部を
パワハラの中に取り込んだという点についてはいかが
ですか。

【内藤】　2019年の法改正では、パワハラの法規制とい
うことで、パワハラを構成する三要素が条文上で示さ
れています（労働施策総合推進法３０条の ２ 第 １ 項）。具
体的には、①職場において行われる優越的な関係を背
景とした言動であること、②業務上必要かつ相当な範
囲を超えたものであること、③雇用する労働者の就業
環境が害されることの三つに該当すれば、性的指向・
性自認などの属性に関する言動であっても、パワハラ
として予防したり、対応したりする必要があることに
なっています（同法指針、通達）。
　職場におけるSOGIハラは、②や③は充たすことが多
いと思います。ただ、場合によっては、①の優越的な
関係を背景とした言動と言えるかどうかが問題にな
り、そもそもハラスメントの要素に「優越的な関係」
が必要なのかという根本的な問題に突き当たります。
優越的な関係でなくても誰かから誰かへ投げかけられ
る不適切な言動は問題だと思うのですが、①の「優越
的な関係」を狭くとらえると、こぼれ落ちるものがあ
ると思います。これに対し、「優越的な関係」を、マジョ
リティとマイノリティという大きな枠で考えて、両者
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には力の非対称性があるとして、マジョリティのマイ
ノリティに対する言動はすべて優越的な関係を背景に
行われているという広い解釈をとるという方法もある
かもしれません。しかし、この「優越的な関係」をど
う解釈するかは、非常に不明確です。そもそもハラス
メントの名称に「パワー」という言葉を入れたために、
裁判所でも限定的に解釈していく可能性もあると思い
ます。ILOの条約ではあらゆるハラスメントを対象にし
ていますが、残念ながら現行法では網羅しているとは
言い切れません。

【本多】　網羅という点では、職場内ではなくて、例え
ば、顧客によるアウティング注）は入らないですね。

【内藤】　そうですね。先ほどの①の「職場において」
という文言については、職場外の人から受ける行為は
措置義務の対象ではないということになっています。
ILO条約は、ハラスメントについて、仕事の世界で接す
る誰からも受けないし、誰に対してもしてはいけない
と言っているのですが、これと比較すると日本の法律
の適用範囲はだいぶ狭いという問題があります。

【本多】　トランスジェンダーの人が職場で休みたいと
きの問題をご説明いただけますか。

【遠藤】　トランスジェンダーの人の中には、定期的に
２ ～ ３ 週間に １ 回ホルモン注射を打つために通院する
必要がある人や、性別適合手術を受けるために 1 か月
くらい休む必要がある人もいますが、そういうときに
職場に理由を告げることが難しかったりします。例え
ば、異動を命じられた地域にはホルモン注射を打てる
病院がなくて、平日に職場を休まないと通院できない
ときに、休む理由を言うことも難しくて、結局職場を
辞めてしまった例があります。性別適合手術の場合も
１ か月休むというのが難しくて仕事を辞めてしまう例
は多いですね。定期通院が必要な人の転勤や通勤に関
して配慮があるとよいと思います。

【内藤】　年次有給休暇制度については、労基法上は「雇
入れの日から起算して ６ 箇月間継続勤務し全労働日の
８ 割以上出勤した労働者」となっているので、同法の
最低基準に沿った形の企業では、 ６ か月過ぎないと取
得できないという点がネックになります。
　法律上の義務ではありませんが、病気休暇の制度が
ある企業もあります。しかし、これは年休と異なり、
病名を届け出させる手続の企業が多いので、理由を明
かしたくないというトランスジェンダーの人に使いや
すい制度ではありません。
　また実際上、日本では年休を風邪などのときに使う
ケースが多く、長期に取りにくいです。そうしますと、
性別移行するからといってまとまった形で年休を取れ
るという感じにはなかなかなりません。結局は会社を
辞めることになってキャリアが継続せず、再就職の時
に面接で苦労したり、賃金が下がったり、非正規労働
になったりという不利益を受けることが多いと思いま
す。トランスジェンダーの人が就業継続できるような
制度を考える必要があります。なお、イギリスでは、
トランスジェンダーの性別適合のための欠勤を、病気
等による欠勤の場合より不利益に取り扱うことを差別
として禁じています（2010年平等法16条）。

【本多】　札幌市の企業に働きかける制度について、須
田さんご紹介お願いします。

【須田】　札幌市では同性パートナーシップ制度を作っ
た時に、合わせて札幌市内の企業に対してLGBTフレン

ドリー指標制度を作りました。従業員研修を受けさせ
ているとか、就業規則の中にLGBTに配慮した規定を
作っているとか、いろんな細かい項目があって、それ
を充たすと一つ星とか二つ星という形で星をもらえ
て、それが札幌市のホームページで市民に公開されて
います。ですから、例えば、同性カップルが 2 人で部
屋を借りようというときに、差別的な対応をされない
ために、札幌市のホームページで仲介業者を探して対
応してもらえたという話も聞いています。

地方自治体の取組み

【本多】　地方自治体の取組みについてお話いただきた
いと思います。既に同性パートナーシップ制度などの
同性パートナーあるいはその子を含んだ関係を公的に
認める制度は、令和 ４ 年 1 月 1 日現在、全国の146の自
治体で実施されていて、その自治体人口は総人口の
43. 5%となっています。

【須田】　パートナーシップ宣誓制度には法的な効果が
ないので、根本的には法律で同性カップルの公的保障
を認めてほしいと思いますが、それでも同性婚を認め
るべきだという議論が民意に支えられたものだという
ことを裁判所が認識するようになったのは、このパー
トナーシップ制度が広がってきたことが大きかったと
思います。それに付随して、例えば自治体の公立病院
で、同性カップルでもお医者さんからの説明を一緒に
受けられるようにするとか、救急車に乗れるようにし
てくれたらいいと思います。それから自治体の公務員
について、パートナーが家族として保障される制度を
実施していただきたいと思います。

【内藤】　社会で起きている問題にどう対処するのかと
いうときに、残念ながら国の法律ができていないとな
ると、我々が使えるものの一つは地方自治体における
条例です。
　性的指向・性自認に関する差別等に対する条例があ
る場合はもちろん、ない自治体でも男女共同参画条例
があることは多く、これが性別に関する差別・ハラス
メントを禁止しているので、場合によってはSOGIハラ
もその苦情処理手続が使えるところに注目していただ
くといいと思います。現在悩んでいる方は、在住・在勤・
在学の自治体の条例を見ていただくと、性別等に関す
る差別やハラスメントの禁止、相談や苦情申立ての制
度があって、専門家の人たちに処理を委ねるような制
度になっていることがありますので、利用してみる手
はあると思います。

平等法の立法への期待

【本多】　きちんとした救済のためには、性的な属性に
関わる差別を法律で禁止することが必要と思われます
が、包括的な平等法について内藤さんお願いします。

【内藤】　諸外国では、一定の属性に関する差別禁止法
が整っていて、特にヨーロッパでは、EUの指令により
全ての国が平等法を持っています。私が専門にしてい
るイギリスも、2010年平等法があります。これは、
1960年代から始まった人種、性別等の様々な属性に関
する差別禁止法や規則を、2010年に統合したものです。
　例えば、日本の均等法は、対象属性が性別だけです
し、雇用領域だけを対象とする法律です。そして、そ

注）アウティング：本人の了解を得ずに、他の人に公にしていない性的指向・性自認の秘密を暴露する行動。
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の私法的効果については何らの規定もありません。こ
れに対し、イギリスの2010年平等法は、労働領域だけ
ではなくて、教育、サービス提供など、社会の様々な場
面を想定しており、性別、性的指向、性自認、年齢、障
害、人種、宗教・信条、婚姻および民事パートナーシッ
プ等の保護特性に関する直接差別、間接差別等を禁じて
います。さらに禁止される行為が起きたときには、労働
分野で起きたものなら雇用審判所で争い、救済がなされ
る旨も規定され、司法救済の根拠となっています。
　そういう法律がない状態で我々は暮らしているわけ
です。職場のハラスメントは法的に禁止されておらず、
事業主はハラスメントの予防・対応の義務を課されて
いますけど、履行していない事業主も多いですし、事
業主任せになってしまっています。それはSOGIを含む
多くの属性の差別についても同じで、国が禁止法を持っ
てないので、被害は防止されず、泣き寝入りが多くな
ります。国としては分野を包括的に、SOGIを含むあら
ゆる属性に関する差別・ハラスメントを防止・救済で
きる法律を持つことが大前提です。

【本多】　個別的な禁止ではなく包括的な差別禁止がい
いというのはなぜですか。

【内藤】　イギリスの場合、各属性に関する差別禁止立
法が発展しましたが、「平等のヒエラルキー」といわれ
る状況になっていました。1960年代から属性ごとの法
令や規則ができましたが、時代ごとに定義や解釈が異
なるようになり、属性間の保護内容に差異が出て、序
列がつくような形になってしまっていたのです。これ
はおかしいということで、労働法の研究者を中心にこ
れを統合する議論が始まりました。一方、国や事業者
にとっても、属性ごとに取り組むべき対処が異なるよ
うな形は煩雑になるし、シンプルにしてほしいという
ニーズもあって、結果として統合されました。
　差別やハラスメントはあらゆる場面において、かつ
様々な属性（時には複合的）に基づいて起きるため、パッ
チワーク的な立法では被害の防止や救済に追いつかな
いですし、イギリスのような経緯も踏まえると、私は
日本でも包括的な平等法を目指す必要があると思いま

す。弁護士にとっても司法救済において法制化の重要
性はあるのではないですか。

【須田】　おっしゃる通りで、弁護士は根拠条文がない
と裁判所に訴えることが難しくて、一般条項を根拠に
することになりますが、憲法13条、14条に基づいて個
人の救済をするというのは至難の技で、私人間の問題
には直接適用もできません。そういう意味では、個人
を救済できる個別の法律があって、法的な義務とその
救済規定が定められていることが必要だと心から思い
ます。
　何かの救済をするときに私が必要だと思う二大要素
は、名前が付くことと、法律ができることです。
　その昔、家庭内の夫婦喧嘩で、警察は民事不介入だ
し、法的救済についても「法は家庭に入らず」と言わ
れていたものが、「ドメスティックバイオレンス」とい
う名前がついて、配偶者暴力防止法ができて、ようや
くそれは許されないことだという認識が社会に浸透
し、個別救済が可能になったわけです。
　また男性従業員が女性従業員のおしりを触るみたい
なことが許されていた社会の中で、「セクシャルハラス
メント」という言葉ができて、男女雇用機会均等法が
できて、これは許されないということが社会に浸透し
たと思います。
　セクハラという言葉が日本に広がったのは1989年、
最初の国内のセクハラ民事訴訟も1989年で、33年前で
す。その年に「セクシャルハラスメント」という言葉
が新語流行語大賞になりました。しかし、それから30
年経ってもまだ解決はしていなくて、30年後の新語流
行語大賞に「＃Me Too」がノミネートされました。
　だから今回労働施策総合推進法ができて、法律の明
文ではありませんが、指針の中にSOGIハラが駄目だと
いうことが入って、今ようやくスタートラインです。
どうやってSOGIハラをなくして性的マイノリティの権
利保護をしていくのかを、また30年かけるのではなく、
セクハラに関する今までの蓄積を考えて、もっと早く
人権救済が可能になるように法制度を整理してほしい
と、政治家の方にぜひお願いしたいと思います。
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オンラインによる全国支部懇談会開催

愛媛支部設立報告
� 愛媛支部 支部長　矢野 真之

愛媛では、令和 ２ 年 ３ 月２７日に支部設立総会を予定していましたが、コロナ禍で中止し、支部設立は中断して
いました。もっとも支部設立に向けて弁政連への加入を勧誘していた結果、現在会員は２２名に達しており、組織
率のノルマは達成しています。

コロナが収まるまでは延期のつもりでいましたが、令和 ３ 年１０月の高知におけるオンライン開催に習い、令和
４ 年 ３ 月１８日オンラインにより設立総会を開催し、愛媛支部を設立しました。本部から 菊地裕太郎 理事長、伊
藤茂昭 副理事長、菰田優 幹事長にもオンラインで出席いただきました。毎日コロナ感染者が何百人という状況
のため、会場出席者は ７ 名というささやかな設立総会となりましたが、無事支部設立を果たすことができました。

2022年 1 月20日午後 3 時より、弁政連全国支部懇談会が開催された。コロナ禍が続いていた状況に鑑み、全員
がZoomで参加する形式で実施した。当日は、菊地理事長のほか本部役員も出席し、支部からは34支部43人が
参加した。

テーマは、( 1 )コロナ禍の下での支部活動について、( 2 )選挙における候補者推薦について、( 3 )支部運営の
工夫について（本会との連携を含め）、( 4 )会員拡大に向けた取組についての 4 つを設定した。

( 1 )では、地元選出の国会議員、県会議員などとの懇談の実績が紹介されるとともに、福岡県支部では地元選
出の国会議員を招いて開催する会をハイブリッド方式で実施し多数の議員に出席いただいた事例が紹介された。
また、日弁連副会長を出した会では、その経験から日弁連から見た弁政連の役割を講演していただいたとのこと
であった。( 2 )では、小選挙区における推薦の在り方と支部の役割について議論した。( 3 )では、支部の理事会
に本会会長、副会長に出席いただいたり、弁政連総会後に新執行部に弁政連の役割を説明した事例が紹介され
た。また、新潟県支部では、執行部のお披露目会を全面的にバックアップしていること、理事会を常議員会後に
開催して連携していること、福島県支部では、地元選出議員に弁護士 2 名のサポーターを付けて窓口としてお
り、議員にも好評とのことであった。( 4 )では、京都支部から、他士業との関係で会員になることの利があるこ
と、 5 年未満は会費免除されることを強調する必要性があるとの意見が出された。

最後に山下広島支部長からの挨拶で、Zoomは身近な感じで話ができて良いというメリットについて触れて
いただき閉会した。� （幹事長　菰田　優）
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伊井 和彦
（東京弁護士会）
民事司法改革／IT化／死刑
廃止・刑罰制度改革／FATF

日弁連の諸課題の解決
のため、弁政連と連携
して活動していきます。

松村 眞理子
（第一東京弁護士会）
財務／国際交流／外国弁
護士／国際商事・仲裁ADR

弁政連と協力・連携し
て、諸課題の解決に微
力を尽くします。

菅沼 友子
（第二東京弁護士会）
労働法制／依頼者との通信
秘密／総合法律支援本部

弁政連と連携して司法
アクセス改善等の諸課
題に取り組みます。

芳野 直子
（神奈川県弁護士会）
情報問題／法教育／弁護士
会照会制度／消費者問題

弁政連とともに、日弁
連の政策課題が実現さ
れるよう頑張ります。

増子 孝徳
（栃木県弁護士会）
接見交通権／人権擁護委
員会／男女共同参画推進

弁政連と連携して日弁
連の政策課題の実現に
取り組みます。

福田 健次
（大阪弁護士会）
刑事弁護／取調べの可視化
／同立合い／弁護士保険

日弁連と政治との「架け
橋」となる弁政連を通じ
て政策課題の実現を。

矢倉 昌子
（大阪弁護士会）
貧困問題／公害対策･環境
保全／両性の平等／広報

弁政連と連携して、日
弁連の政策課題の実現
に向けて尽力します。

林　晃史
（兵庫県弁護士会）
民事裁判手続／修習／法曹
養成制度改革／災害復興

弁政連の活動は大切で
す。共に私たちの課題
に取り組みましょう。

蜂須賀 太郎
（愛知県弁護士会）
若手弁護士サポート／研修
／法律サービス展開本部

法の支配の実現、市民
の権利擁護のため、真
摯に取り組みます。

秀嶋 ゆかり
（札幌弁護士会）
子どもの権利／国際人権
問題／個人通報制度実現

様々な人権課題に弁政
連と連携しながら取り
組みます。

樋川 恒一
（札幌弁護士会）
知的財産／弁護士業務改
革／中小企業法律支援

松尾 泰三
（徳島弁護士会）
民暴／業際・非弁問題／法
律相談センター／小規模会

弁政連と連携して日弁
連の取り組む課題の実
現に向けて尽力します。

下中 奈美
（広島弁護士会）
家事法制／高齢者･障害者
権利／犯罪被害者権利支援

弁政連の協力を得なが
ら、諸分野の人権課題
に取り組みます。

多川 一成
（福岡県弁護士会）
法科大学院センター／修習
費用問題／ADRセンター

弁政連との連携を通じ
て日弁連の諸課題の実
現に取り組みます。

吉田 瑞彦
（岩手弁護士会）
国選弁護／刑事拘禁制度
改革／刑事法制／憲法

弁政連と連携して人権
課題等の日弁連の政策
課題に取り組みます。

2022年度 日本弁護士連合会副会長
氏名（所属弁護士会）／主な担当事項／抱負

弁政連とともに、日弁
連の政策実現のために
尽力いたします。
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与党内で期待の若手弁護士議員
～三谷 英弘 衆議院議員とのオンライン交流会～

定期総会のご案内

　日本弁護士政治連盟の定期総会を下記のとおり開催しますので、ご案内します。
記　

１ 　日時　2022年 5 月16日（月）午後 3 時30分
２ 　会場　弁護士会館 2 階　講堂「クレオ」

  なお、やむを得ない事由により開催の日時、場所、方法等を変更する場合には、弁政連の公式サイト http://www.benseiren.jp/ 上にお知らせします。

本部・支部人事（ ）内は前任者

2022年 2 月18日付
理　　事　矢島 潤一郎（河合 良房）

3月17日付（辞任）
理　　事　長岐 和行

3月18日付
理　　事　吉田 　茂（宮崎 浩二）

3月31日付（辞任）
常務理事　谷　 眞人
理　　事　菅沼 友子

岐阜県支部　2022年 2 月10日付
支 部 長　矢島 潤一郎（河合 良房）
福島県支部　 2 月22日付

幹 事 長　町田 　敦（紺野 明弘）
大分県支部　 3 月 1 日付

支 部 長　渡辺 耕太（吉田 祐治）
愛媛支部（新設）　 3 月18日付

支 部 長　矢野 真之
副支部長　中川 創太　
監　　事　宇都宮 眞由美
幹 事 長　髙橋 直人
千葉県支部　 4 月 1 日付

支 部 長　齋藤 和紀（佐野 善房）

4月 1 日付
副 理 事 長　矢吹 公敏（小林 元治）
常 務 理 事　松田 純一（伊井 和彦）
　　　　　　橫溝 髙至（松村 眞理子）
　　　　　　金井 美智子（福田 健次）
理　　　事　中西 哲男
　　　　　　津久井 進（林 晃史）

副 理 事 長　渕上 玲子
　　　　　　神田 安積

総務委員長　矢吹 公敏（髙中 正彦）

３ 　議題　（ 1 ）2021年度活動報告の件
　　　　　（ 2 ）2022年度事業活動方針に関する件
　　　　　（ 3 ）一定の事由に基づく理事の選任を理事会に委任する件

2022年 2 月 8 日午後 6 時から、自由民主党所属の 三谷 英弘 衆議院議員（第二東京弁護士会所属会員、修習54期）
と弁政連メンバーとのオンライン交流会を実施しました。三谷議員は元々１０年ほど前に他党から国会議員となって
おり、そのころから弁政連企画委員会としては親しくさせていただいています。自民党に移籍してからは弁護士と
しての経験と本人の能力を買われて文部科学大臣政務官、内閣府大臣政務官、復興大臣政務官などの要職を経験さ
れました。

弁政連側からは 三宅弘 副理事長（企画委員長）を始めとするメンバーが１０名ほど、木村良二 神奈川支部長、安
藤圭輔 同幹事、本部の 斎藤義房 副理事長（広報委員長）、石井逸郎 広報副委員長、菰田優 幹事長らが参加し、
和やかに会が始まりました。

三谷議員からご自身の経歴等のお話があり、現在の自民党内の状況や弁政連に対する思いなど率直なところをお
話しいただきました。弁護士としての姿勢を持ちながら与党内で活躍される三谷議員のような若手議員がいること
は弁政連にとっても大変ありがたいことと感じました。

神奈川県出身ということもあり神奈川支部の先生方にもご参加いただき、今後の連携が期待できます。三谷議員
とは今後も定期的に交流を図っていきたいところです。			   （企画委員会委員長代行　豊田 賢治）


